
北海道有料老人ホーム設置運営指導要綱

第１ 目 的
この要綱は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」という。）の趣旨に従い、

同法第２９条第１項に規定する有料老人ホームのサービス水準や経営の安定性を確保するととも
に入居者の保護を図ることを目的として、必要な事項を定めるものとする。

第２ 定 義
この要綱、北海道有料老人ホーム設置運営指導指針（以下「指針」という。」）及び北海道有料

老人ホーム設置運営手続要領（以下「要領」という。）における次に掲げる用語の意義は、当該
各号に定めるところによる。

（１）有料老人ホーム
法第２９条第１項に規定する有料老人ホーム

（２）有料老人ホーム事業
老人を入居させ、次のイからニまでのいずれかをする事業
イ 入浴、排せつ又は食事の介護
ロ 食事の提供
ハ 洗濯、掃除等の家事の供与
ニ 健康管理の供与

（３）サービス付き高齢者向け住宅
高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13年法律第 26号）第５条第１項の登録を受けて

いる高齢者向けの賃貸住宅又は有料老人ホーム
（４）サービス付き高齢者向け住宅事業

高齢者の居住の安定確保に関する法律第５条第１項の規定に基づき、高齢者を入居させ、状況
把握サービス、生活相談サービスその他の高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスを
提供する事業として登録を受けている事業

（５）設置予定者
北海道内に有料老人ホームの設置を予定する者

（６）設置者
北海道内に有料老人ホームの設置する者（複数の事業者が協同して有料老人ホーム事業を運営

する場合の各事業者及び委託を受けた事業者を含む。）
（７）管理者

職員の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う立場にある者（有料老人ホー
ムの施設長、サービス付き高齢者向け住宅の責任者など、その呼称に関わらない）

（８）特定施設入居者生活介護等
次のイ、ロ及びハに掲げるサービス
イ 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第８条第 11 項に規定する特定施設入居者生活介
護

ロ 介護保険法第８条第 20項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護
ハ 介護保険法第８条の２第 11項に規定する介護予防特定施設入居者生活介護

（９）介護サービスを提供する有料老人ホーム
次のイ及びロに掲げる有料老人ホーム
イ 特定施設入居者生活介護等を提供する有料老人ホーム
ロ 設置者が、介護サービス（介護保険法第 40条に規定する介護給付又は同法第 52条に規
定する予防給付に係る介護サービス以外の介護サービス）を提供する有料老人ホーム

（10）報告
法第２９条第９条に規定する報告

（11）実地検査
法第２９条第９項に規定する検査

第３ 指 導
１ 知事は、この要綱の目的を達成するため、実地検査に基づき、設置者に対し当該有料老人ホー
ムの設置運営に関する必要な指導を行うことができる。

２ 指導の具体的な基準等については、別に指針に定める。
３ 知事は、実地検査を行うときは、設置者に事前に通知するものと する。
４ その他実地検査の具体的な内容等については、別に定める。

第４ 事前協議
設置予定者は、法第２９条第１項による届出を行う前に知事に事 前協議を行わなければなら

ない。

第５ 手続等
有料老人ホームの設置運営に関する具体的な手続等については、 別に要領に定める。

第６ 道の責務
知事は、有料老人ホーム事業の性格、入居にあたっての留意事項、入居者保護のための制度及

び道内の有料老人ホームの現況等の情報 公開や有料老人ホーム入居希望者が適切な選択を行え
る体制づくり の整備に努めるものとする（高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13年法
律第 26号）第５条第１項の登録を受けているものを除く。）。



第７ 関係機関との連携
知事は、有料老人ホームの指導を行う場合は、市町村等の関係機 関と十分な連携を図るもの

とする。

第８ その他
その他必要な事項については、この要綱の定めによるもののほか 別に定める。

附則
（適用期日）
１ この要綱は、平成１４年１０月２５日から適用する。

附則
（適用期日）
１ この要綱は、平成１８年４月１日から適用する。

２ この要綱の適用の日に、既に第４の協議を行っている設置予定者若 しくは設置者については、
当該協議に限ってのみ、従前の取扱による ことができる。

附則
（適用期日）
１ この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。

附則
（適用期日）
１ この要綱は、平成２４年４月１日から適用する。

附則
（適用期日）
１ この要綱は、平成２７年１０月１日から適用する。


